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;まじめに

今日， 世界の多くの国の学校制度比おいては，教育の機会均等の原則が認められ，中等教育

が万人K闘放されたことによって，中等教育を初等段階に接続する教育上の一個の段階と考え

る概念が確立されている。

ところで，段階性概念が確立された学校制度においては，各学校段階の接続が問題となって

くる。アメリカ合衆菌(以下アメ 1)カ)やわが国のような「単線型 j学校制度ではもちろんの

ζ と， 中等教育が分化し早期選抜を行なう制度かち最近の中等教育に共通期間を設定しようと

するヨーロッパ諸富Kおける学制改革や再編成計画』とみられる多くの事例は， それぞれの国代

よってその様相や方法が異なっている川実際初等教育と中等教育との接続K関する問題を取

りとげてきておりその改善方策をも提示しているo しかしながら， いかなる国花おいても， ζ 

の接続問題iとは当初から困難が伴っていた。良11ち，本質的には，①従来の初等学校と中等学校

とがそれぞれ異なった階級の生徒K適した種類の異なる教育を与えるものと考えられていた乙

と，①各学校系列に対して設けられた学校教育の年限の相違， などが主嬰な要因となり両者

の学校関の移行を円滑にする乙とは容易なことではなかった。こうした困難をかかえながらも，

特任中等教育の普通化が進められその拡大と発展につれて ますます異なる学校段階の接続を

緊密にし，学校制度をより能率的合理的にする乙とが要請されるよう F:JJ"った。そして， そこ

ではそれぞれの学校段階をつなぐという， いわばアーティキュレーション( ar t i cu 1 a t i on ) 

の概念が発達し， 同時lとその作業が進められることになったつしたがって，ある意味では， ア

ーティキュレーションの作業は段階性をもった学校制度の制度上及び内容上の両者における仕

上げの役割を果たすものでゐるといえる。また，学校制度全体の連続a也統一性をめざしその

効率化を図る ζ とは，結局において，学校制度の民主化を実現させることであるからして， ァ

ーティキュレーションは学校制度の民主化の一つの重要な指標tとなるものであると考えられる。

本来教育におけるアーティキュレーションは，特lとアメリカ Kおけるハイスクー Jレとカレ

ッジとの関連という乙とから派生した考え方であり，援史的にはかなり古い概念であるが，実

際に教育上の用語としての地位を獲得したのは Cく最近の乙とであるといわれている。にもか
(日
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かわらず，今日でもなお， 乙の概念の定義は一様ではなく， それは，①教育の麿史とともに多

様な意味を有してきている乙と ②それぞれの専門家の関心や態度によってその概念の受けと

り方が選っていること， などが主な理由となっていも?

本稿では，今日多様な意味をもっといわれるアーティキュレーションの概念を， それに関す

る多くの教育学者らの定義の中から共通点をみいだすことによって，次のような概括的把握を

した。即ち， r生徒の学習の継続性を確保するために，学校制度全体の連続性，統一性をi当る

各段階i習の適切なる接続関係」であ8rr生徒の学習の継続性 jは， いうまでもなく学校制度

の各段階閣のギャップをなくし生徒がスムーズに移行できる乙とをその前提条件とする。そし

て ζ のスムーズな移行は もとより人間の成長発達が除々に変化するものであるという ζ と

に基く要請である。人間の成長発達の過程は，個人氏よって多様な変化を示しすべて一機では

ないが， 同時にあらゆる個人にとって連続的である O したがって，学校制度の下部段階から j二

部段階の教育への移行が突発的であってはならず， もし各段階の教育児ギャップがありその移

行が急激でめったならば，結果的tとは中途退学や登校拒否の現象を生じさせ，生徒の能力や素

質がそ ζ なわれるばかりでむく，一方では学校ノfワーの損失(1088 power of schoo 1 )を招く

ζ とになるであろう o いずれにせよ，教育tとおけるアーティキュレーションは，究母的tとは人

11立の成長発達過程:と密接なi期採をもっ， ある意味では教育の本質と結びっくものでめると考え

られる。それゆえ， アーティキュレーション花関する研究の意義も大きく， それは今日のある

いは今後の学制改革の上においても主要な位鐙を占めるものになろう。

さて，本稿では，筆者のアーティキュレーション花関する研究の出発点として. 19世紀末

比始まるアメリカの中等教育制度の再編成運動， とりわけジュニアハイスクールの成立過程に

おける再編成論議に焦点を当てる ζ とlとした。それは， ただ単l~とアメリカの学校制度が，すで

は 19世紀半ばすぎに， 出:界各国lと先駆けて階梯原児(いdder principle )に基いた，初

等・中等・高等からなる「単線型」学校制度を樹立していたからではなく なしろ，階掛制度

樹立後における教青関係者の関心科常化各段階の学校はL、かなるものなのか， あるいはまた

それぞれの段階の接続はどうなっているのか といった教育の現実を詳しく調べ上げること ι

向けられ その結果， アメリカの学校制度の各段階閥の接続関係，即ち，乙こでいうァーティ
(4' 

キュレーションの作業に本格的iと取り組ひょうになり，特{乙今世紀初頭にその誕生をみるジュ

ニアハイスクー Jレの成立過程tとおける全米教育協会(National Edueational Association 
(5) 

以下NEA)の再編成論議の中に顕著であった乙と， したがっで+そとではアーティキュレー

ションの研究民間する多くの素材を提供してくれるのではないかと期待できるからであるつな

お， ζ ζ では， ジュニアハイスクールの成立過程はおける初等教育と中等教育とのアーティキ
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ュレーシヲンを考察する際，大別して，①制度の段階的援分，①教育の内部的編成としての教

育課程及び教授組織，のこ側面を中心K取り上げる ζ とiとした。今日，教育におけるアーティ

キュレーション?と関しては，その概念定義ととも K嫌々な範囲が考えられており， それらをす

べて取り上げる ζ とは容易なととではないので，本稿では， NEAの論議の主要な関心事で、あ

ったと思わずしる上記のニ事項lと限定していく。

1.中越退学の問題と詩編成論議

かつて， デューイ(John Dewey )は， r組織( sys t em )は，事物が工合よく屈伸性を

もって十分K働くようR:..それらの事物を柑互に結び合わせる乙とに他ならなL、。それゆえこ

の教育iとおける浪費という問題Kっし刊で述べる Kあたって 私は学校制度の種々なる部分が相

互K孤立している ζ と また教科及び方法が嘗尾一貫していない ζ とK対して諸君の注意舎も

とめたも討と述べ， 19世紀末聞けるアメリカの学校制度持〈各学校段階i笥の接続の欠如，

ならびlと教育内容の非連続性を「教育の浪費 Jであると厳しく批判した。般によれば， ζの根

本質的にはアメリカの学校制度の各段階の教育がそれぞれ異なった起源，異なった内容

を有しながら，相当な程度まで般のものとは独立に発展した ζ とに起因するもので， そのため

に各段階間の接続はあいまいであり連続性がみられなかったとしている。

と乙ろで， ζ のような批判がだされる背最はは， 当時の階梯原理!花器いた「単線型」学校制

度下lとおける国有な問題があった。それは 中途退学者の急場という現象である。当時のアメ

1)カの教育事情は，すで代 19世紀半ばすぎからの各州民おける義務教育法の11tlJ定などに伴い，

ハイスクールへの入学者が増大し中等教育の量的拡大が進行していた。しかしながら，一方で

は， それと比例した形で中途退学者の数も多くなってきており，中途退学者の増加がもたらす

影響は，単なる教育上の問題にとどまらず 一種の社会問題にまで発展した。学校当局，教育

関係者をはじめ各方面で， 乙の問題は散り上げられ 同時にその原因究明のための種々の調査

が行なわれたが， その結果，最も顕著K現われるのは小学校高学年とハイスクール 1年の中途

退学者であり，また第 8学年と第 9学年との問における生徒の退学率も高い ζ とが明らかにさ

れ， その主要な原因は， 小学校上級学年の教育内容及び小学校とハイスクールとの教科，方法

の著しい差異にある ζ とが指摘された。

ζ うした中で最も広く要請されかつ最も強調された課題は 初等教育から中等教育への移行

をし、かlとし τ容易促しかも有効にするかであった。その後， 乙の課題の克服方策として，一部

の地域一部の学校では，例えばハイスクールの教科を小学校の上級学年へとり入れようとした

が， 乙うした改善のための努力は中途退学者の減少に関しては俺ら根本的な解決をみず，単に
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教科内容の一部導入だけでは両校の間際を埋めることができなかったのである。

一方，大学関係者の問からは， ハイスクーノレと大学との接続をめぐって様々な不満や批判

が表明されてきた。それは，特にハイスクールの教育代対するものであり， そ乙ではハイス

クールが大学進学者のための準備教育を十分に施していないと指摘する論者が多かった。そ

して，批判は，次第に初等教育ιまで波及するようになり， ここに中等教育の拡充強化の要

請，いわゆる中等教育制度の再編成の動きが上から下へという方向で進められようとしてい

7こ。

それ迄の伝統的な 8-4制の学校制度を批判して始まる再編成運動は，直接的Kは， カレ

ッジや大学などの高等教育からの要求に始まったといわれるが， その背後には中途退学者の

急増という大きな問題があった ζ とは否定できない事実であった。というより bしろ，以後

展開される再編成運動は， 乙の中途退学の問題に端を発していたといった方が的確であろう。

「中等教育の再編成の主要な問題の一つは， 中途退学者の原因を究明すること KあるJとさ
(7) 

え論じられたのも， このi喝の事情をよく表わしている。

1I..高等教育からの要求

l記述したよう(と，中等教育t!tlJ度の再編成の動きは， まず高等教育からの要求児始まった。

当時，ハーバード大学の総長であったエ'):オット(Chlirles刊 E1 i ot )は， 1873年以

来，関係する研究者らととも K同大学へ入学してくる学生の平均年令が年々高〈仕っている

ことを調資したのら， 1888 年の N]~ A f(おける講演の席上 r-カレッジや大学への単1加入

学を促すために，初等・中等学校教育のプロクラムを制λしかっ改善すべきであ奇討と主張

した。さらに， 1892年の開講演では， 当時のニューイングランドにおける 9年制あるいは

10年制のグラマースクールに触れ， r学年数は 9年から 8年R.， 10年から 9年にとそれ

ぞれ 1年ずつ減らし，初等学校とグラマースクールとを併せた期間は 14年か 13年代す

べきであ ~9r という中等教青年限の l 年短縮を提案し，同時にグラマースクー Jレの教科代生

物学，基礎物理，代数学，幾何学，及び外国語を導入することを説いた。彼の強調する点は，

次のようにまとめられている。
fiO) 

① グラマースクールのプログラム R， より一層の柔軟性( fl ex i b i 1 i t y )を与える ζ とO

② (学習に対する)生徒の興味をますために，教授法を改善する乙と。

① 生徒の進級( promotion )を捉進することG

@ 初等学校， グラマースクール， ハイスクールの各段階のプログラム全体のより一層の連

続性( continuity)を確保すること。
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ところで，以上のようなエリオットの主張の摂拠は， およそ次のようえfものであった。即

ち， 当時のアメリカの学校制度全体托は無駄(=浪費)が多く，特代初等学校上級学年にお

ける算術，外国語，地理教科の浪費及び教授法の貧菌さは， ハイスクールひいては学校制度

全体の重大な障害となっており， それが，結局において当時のアメリカの学校教育をヨーロ

ッパ諸国との比較の上でかなり遅らせている主要な原因tとなっているという指摘である。被

は， こうした問題を解決しアメリカの学問的水準を高めるために，生徒が 1年でも早く高等

教育機関へ入学で‘きるように，従来の中等教育年限を 1年短縮し，同時に中等教育プログラ

ムの充実を図る乙とを主張し，具体的tとは， それを初等教育における自然科学，数学，外国

語の導入や教授法の改善あるいは選訳教科の導入などiと求めていた。また，接続の観点から
制

すれば， r生徒の進級を促進 Jするため促「各段階のプログラムの連続性 Jを図るという彼

の主張の中Kは， それ迄の学校制度の各段階がそれぞれ互いK孤立し相互の関連性に欠けて

いた乙とを示唆すると問時代，その接続の改善を促そうとする積極的な窓図がみられる。もっ

とも， そζ ではあくまで生徒の「大学への進級 JK主股がおかれており， したがってハイス

クールで学校教育を修了する生徒比重きをおく，初等教育と ri::J等教育との接続花関する改醤

方策までには至らなかったが。

いずれ?とせよ， エリオットの提案は， ただ単に高等教宵tとたずさわる一個人的見解K とど

まるものではなく， 当時のアメリカの「単線型 J学校制度にその内突の1'1):検討の必要性をi曹、

めs その後展開される制度の段階的区分の変更あるいは教科内誌や教授組織の改善といった，

いわば各段階関の接続花関する改善方策へと発展する出発点としての役割を果たしたといえ

る。

と乙ろで， エリオットの提案が具体的に検討されたのは， その後のNEAの各種委員会で

ある沿う 1892年NEAKよって任命された「中等学校教育児関する 10人委員会 J( 

Comrnittee of Ten on Seconda，ry School Studies)は， その最初の委員会として注

目される。エリオットを議長とした同委員会は 「初等・中等教育の両期間を含むおよそ 6

'"-' 1 8才に及ぶ学校での学習計画( course of study)において，会議で取り上げる教科

一一ラテン語， ギリシャ語，英語， その他の近代紙数学，物理，化学，天文学， 自然史，

腔史，政治経済，地理ーが，いかなる斡附いて初めて導入されるべきVという中等

学校を中心とした教育課程の編成花関する問題代焦点を当て， 調査研究及び討議を行なった。

その結果，翌年提出した報告書の中で， r委員会は， 乙うした計画を準備する際 4年とい

う限られた期間，現在の初等学校の教科や方法では，十分な中等学校のプログラムを作成す

るのは不可能であるということは承知の上であった斗と前置きしながら， そとて。は， r代数
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学，幾何学， 自然科学，外留語のような現在ハイスクールに与えられている 2-----3の教科は，

今よりもっと皐くから初等学校で始められるべきである。あるいは， それに代わるものとし

て( as ，lfi 乱 lternative人初等学校の期間を 8年から 6年に短縮し，中等学校の期間が

現在より 2年早く始められるよう托すべきであすが ζ とを提案し， 当時の学校制度?とおいて

は，初等学校の教科や方法が余り iとも長く費やされているという問委員会の判断を下してい

る。

ζ の報告書は， 問委員会のメンバーがカレッジや大学関係の代表者で大部分占められてい

たζ と また論議の対象となった 9つの教科の中Kは，技術，美術音楽， その他の職業教

科などが含まれていなかった乙とから考えると，常lと大学まで進む生徒だけを念頭iとおきな

がら作成されたものであり， したがって， それは， r中等学校也教育内容上より大学中心

の下構型学校系列の下任位置づけようとするものであっVと評航されうる側面を，委員会

創設当初からもっていたといえる。

しかしながら， 問委員会及び報告書の重要性，画期性は， r本来，制度の再編成について

は関心がなかったoJ~ともかかわらず，結果的 iとは，代替案ではあるが，教育内容からくる初
Ú~--

等教育 6年，中等教育 6年という制度の段階的毘分を示唆したこと， しかも，以前ハイスク

ールで与えられていた教科のいくつかは初等学校で始められるべきである ζ とを実際児勧告

したことである O ζ のととはγ 初等教育と中等教育とが一つの連続した，統一されたプログ

ラムをもって発達するべきである ζ とを示唆したばかりでなく，後のジュニアハイスクール

の構想へと発展する下地が作られつつあったという点iとおいて注目されるが，何よりもまず，

初等・中等教育のプログラムを検討ーする際. r高等教育のリーダーとともに，初等・ r:f=l等教

育の代表者らの協力の上 lと立った計画が必要であ~~として，研究を進める態度や盗勢の改

善を促した ζ とは， 当時の再編成論議の中で重要な意味をもつものであった。アメリカの中

等教育制度の再編成運動のイニシアティブをとったのは 10人委員会であったといわれるの

も， そうした理由紀他ならなしか

10人委員会での論議を引き継ぐ形で，それ迄の教科を中心とした制度改革案?と対して，

新しく教授法の改善や明確な段階的区分の;再検討が行なわれた委員会が. 1895年NEAよ

り任命された f大学入学資格委員会 J( Commi ttee on College Entrance Requirements) 

であった。問委員会は 以後 4年にわたる論議の末， 1899年R 14の決定事項を躍り込ん

だ報告書を提出したが， その第 4項で， rわれわれは，第7学年に始まる統一された 6年の

ハイスク一時 好V乙とを結論づけている。即ち， そζ では， r中等教育iとおける最も必

要なかっ遠大な改革は 第 7 8学年から着手しなければならないJとしてまず教科の再編
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成を説いた。そして， 乙の改革iと要請される最も高度な教育知識と十全な管理とは. r小学

校の第 7， 8学年をハイスクールの校長の直接的な指導の下記おく Jことによって最も迅速

かつ確実に解決されうると考え， 乙乙 tと新しい 6-6制案を明縫tとした。

乙の時期lとは， すでに各地tとおいて， 小学校上級学年記ラテン語， ドイツ詩，数学あるい

は科学などの教科をとり入れ教授している学校がみられるが， いずれもその成功をみるまで

Kは至らなかったという。間報告審促よれば，それは，①資格をもたない教師， あるいは資

格はあっても教授上欠く ζ とのできない技術部!練や広範な知識を構えていない教師が多7かっ

たζ と，①管理が十分でなかったこと，①特!C，科学学習K関して， アメリカの指導的立場

iとある科学者たちが， 乙の学年における学習計画民間慈していなかった乙と，などが主要佐

原因であるとしているが， これに対し， 委員会は，小学校箆7，8学年をハイスクーノレ花組み

入れ，統一された 6年の中等教育児よってその課題を克服しようとした。乙の主張の背後tと

は，第6学年で学校を去る生徒の数は比較的少ないが，第 8学年でのそれはかなり多いとい

う現実の状況があったが， ζ れも提案された改革Kよって. r第 7， 8学年の生徒は，次第

lとハイスクー Jレの生徒花強化され， また彼らがすでに快適な雰悶気の中で始めた諮学や科学

の学習を， さら任追求してい ζ うとする欲望までをも生じさせるであろう斗と考え， さらに

そこでは， rしっかりしたハイスクールの校長， あるいは科学や数学などの専門家としての

教師ら?とよる鼓舞が， ハイスクールに望ましい生徒を留まらせ， ひいてはアメリカ市民の教

育水準をも向上させる乙と lとなるであろうdという記述iとみられるよう(と，教師の質の!向上

を図る ζ とが何よりも重要である乙とを説いた。

次!C， 再編成された初等・中等教育問の接続に関しては，間報告書は次のように述べてい

る。

「青年期の年令は，新しい方法とよち賢明な指導とを求めるため，第9学年よりも第 7学

年の方が生徒の生涯はおける自然な転換点(naもurバ turningpoint)となっている。

6年の初等学年と 6年のハイスクールあるいは中等学年とは対称的な単位を形づくる。小

学校から中等学校期間への移行は，一人の教師による全教科担任制から専門教科担任期jへ

と漸次変わる ζ とはよって より一層自然にかつ諮易になるであろうU

以上のように，問委員会は，初等学校と中等学校との境界を青年期のユ二子ークで特殊な性

質K着自し，第 6学年と第 7学年との開花求めた。 ζれは，今日までのアメリカ学校制度史

の中托 6年制初等学校を確立・発達させることになったと同時に，人間の成長発達段階を

考慮した制度の段階的区分あるいは各段階の教育プログラムの研究を促した点において重要

な意義をもつものであった。また，全教科担任制の初等学校や専門教科担任制の中等学校と
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L づ伝統的な教授組織の観念を打破し，かわって両者の漸進的移行を図ろうとする提案の中

比は，初等教育と中等教育との接続を改善し，生徒のスムーズな移行を促進させ両校の連続

性を目ざす意図がうかがわれるが，委員会自身も，全教科担任指!j→専門教科担任制の漸進的

移行によって. r今やハイスクールへ入学する際托感じられる急激なショックを避ける乙と

ができJ結果的lとは， r疑いもなくハイスクー Jレの卒業生を増加させ，十分にアーティキュ

レイトされた組織lとなる。Jことを確信していた。しかしながら， そ乙では，いかなる学年に

おいて， またどの程度の ~l昇進的移行措置をとるのかといった具体的な事項に関しては言及さ

れていず，以後の課題として残された。

盟‘「留民的立場Jからの要求

今まで取り上げたNEAの委員会及びその報告書は いずれも先のヱリオットの主張する

中等教育の早期間始という要請を受け継いだ形でそれを検討したものであり， したがって，

主として上からの要求即らカレッジ・大学など高等教育ーからの要望K応えようとする色彩が

強かった O ζれに対して， r国民的立場 JR立った，いわば下からの要求も早くから出され

ていた。

すでR， 10人委員会が発足した翌年の 1893年lとは，初等教育{ζ力点をおき論議を進め

ようとした， いわゆる r1 5人委員会 J( C omm i t t e e 0 f P i f t e e n )がNEAによって設

控されていた。問委員会ぽ， r現在のよう lと初等コース 8年，寸1等コース 4年であるべきかJ

という i/il]I立の段階的!ヌ分の検討， また， r技術，体育，物理，音楽，心理学， ラテン誌，近

代外!;rn~gなどの教科は，小学校で-教えられるべきもf-! という教科内容に関する検討を iP心的

課題としていL そして およそ次のような内容の報告書を 1895年に提出してい初

① 初等教育?と費やされる期間は， 8年から短縮されるべきではなく むしろラテン語や代

数学のような教科は，小学校の第 7， 8学年で導入されでもよい。

② 技術，家庭などの教科は，第 7， 8学年のすべての生徒に教えられるべきであり，一方

科学，体育，音楽，絵画のような教科は，初等学年全体で教えられるべきである。

① 初等学校と中等学校との!誌におけると同様K，小学校においても各教科間の密接な相互

関係が図られるべきである。

ζ の報告書では，先の 10人委員会で、主張された， ラテン詰や代数学などの教科が小学校

の第 7， 8学年で導入されるべきだとする点lと関しては一致をみるものの， 6 -6制という

制度の段階的区分の変更Kは真向から反対する立場をとっている。郎ち，問委員会は，制度

の段階的区分を変更しなくても，教科の再編成だけで十分に初等・中等教育の充実発援が可

oo 
w

・
4



能でゐると判断したのである。そして むしろd吟犠iとおける主K生活の上で必要とされる職業関係教

科を重視し， その教授は力を入れる ζ とζそが当面する課題を克服する方策であるとした。

初等学校と中等学校との接続の観点からすれば同委員会は両授の密接な相互関係についてはそ

の境界をど乙陀求めるかという問題よりも，両校関の各教科の結びつきが重要なのであり， そのために

小学校の第7， 8学年iとその役割をもたせるべきだとする。具体的iとは 「第7， 8学年iとおいては

算術lと代わる物学の導入 また第8学年間いては， ラテン郡代わる英文法の導入を図制

乙とを提案した。犯論，問委員会は教育課程の編成論議に終始し， したがって接続問題も教

科内容というー側面だけからしか考えておらす， その限界性を多分に含んでいたが，後のジ

ュニアハイスクールの接続機能のうち，特iと教科内容に関して少なからず影響を及ぼした ζ

とは否定できない。

次に， すでに大学入学資格委員会によって明確iとされた 6-6制案を継訴しながらその具

体的内容を明らかにしていったのが， 1905年設撞された i-6年コース花関する委員会 J( 

Cornmi ttee on S ix -"year Courses )である。 10人委員会や大学入学資格委員会科

中等教育の拡充強化を I~ るため比，初等・中等教育の接続問題を主として高等教育への進学

者を念頭tとおいて考えていたの叱対し， 乙の委員会は， グJレーン-ダグラスの言葉を措りれ

ば f国民的立場 J( nationul st凶 di ng-)からそれを検討した時初の委員会であった。

同委員会は3 以後 3回Kわたって報告書を提出する ζ とになった泊三 1907年の段初の報

告書では，次のような点をあげて 5年制中等教育のプログラムを強調した。
(22) 

① 生徒は，すべての教科Kわたって特別記訓練された教silitζよって教えられる。

① 第 7， 8学年の生徒花対する教科担任制民よる教授は 生徒をして数人の教師との接触

の機会を与える O

① 6-6制築では，基礎科学がより早く導入されるよう花実験室を利用できるようにする。

④ 技術室は，上級学年の生徒が容易に利用できるようにする。

⑤ 近代語の学習は，現在より早く開始されかつ長期間にわたって続けられる。

⑤ 初等学校から中等学校への移行が突発的ではなくなる。

⑦ 伝統的な制度比比べより多くの生徒が第 9学年へ進む。

③ 12年間の等分は， ヨーロッパの中等学校にみられるような自己矛盾を殆んど含まない。

① 6年制の中等コースは，生徒にカレッジ準備の時間をより多く与える。

⑬ ハイスクールのコースを 6年に延長する乙とは，いくつかの新しい教科を導入させカリ

キュラムを豊富にさせる。

また， 1908年の 2回目の報告書では， r第 7， 8学年の学習計画の中で，生徒花選摂コ
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ースを全体の 30必の時間だけ与えるべきであ討乙とを提案し，併せて ζ の時期匂って

は，すでに多くの市で 6-6制の初等・中等教育プログラムを導入させている乙とをも報告

した。さらR:，翌年の最終報告書では， rもし乙の 6-6制案のように再編成される tcJらは

初等・中等教育プログラムは大幅に改善されるであろ (ν!として，その積極的な再編成制足

している。

以上の一連の報告書からいえることは，問委員会が6年制中等学校を主張しながらも，特

lと最初の 2年間tζ力点をおき， そこ lζおける教科担任制の導入，選訳制度の導入実験室や

技術室の積極的利用 また各教科を担当する教師の質の向上をうたったことである C 乙れか

ら， 中等学校の最初の 2年間R，初等教育から中等教育への移行をスムーズKさせる接続機

能をもたせ第 9学年への進級を促進させる ζ とはよって，中等教育の機会の拡大を凶ろうと

した意図がうかがわれる。したがって，問委員会の改革案は，制度的民は 6-6制であった

K もかかわらず，実質的には中等学校の前半民接続機能をもたせた 6-2-4i者IJR近いもの

であったといえる。乙のことは，後の中等学校の二分化構想ひいてはジュニアハイスクール

の誕生をもたらすーっの契機となり注目されるが， それ以上lと，特児科学実験室の利用や技

術室の積極的利用を促し職業的訓練の必要性を説いたこと Iとよって，中等教育の職業準備教

育的性格を植え付けようとしたにとは見逃せなlr'0 乙の委員会のもつ「国民的立場Jも， む

しろこ ζ にあったのではないかと考えられる。

N.ジュニアハイスクー)1"の構想、と接続機能

1900年から 1910年代かけての再編成論議は，一つの大きな炉機を迎えf 民自らr 伝統」 閥

的な 8-4 fHlJを再編成した 6-6制案から， さらに中等学校の分離した中間的制度(払

sepa，rate intermedia，te organization)へとその強調するところを変えていったので

ある O それは，特記 1905年に任命された「教育における時間経済R!関する委員会 J( C 0 mmi t te e 
部)

on Ecol凶 myof Time in Education )によって明らかiとされた口

当時， コロラド大学の総長であったベーカー(J ames五.Bはkedを議長とした乙の委員

会は， 1911年に次のような三つの統一見解を発表しお。

① 一般的教養教育ゐるいは自由教育が与えられる期間が余りにも長すぎる。それは 12学

年の終りまで短縮されるべきである。

①全体の教育期間は 6年の初等教育， 6年の中等教育，及び専門的研究の準備として必

要な 2年のカレッジ教育という異なった段階の教育に細分化されるべきである。

① 小学校のカリキュラムは， 2年短縮されるように再調整されるべきである。
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以上から明らかなよう tC，問委員会は，新たK一般教育年限の短縮を主張した。乙れK対し

ては，当然のことながらカレッジ側からの反論もあったが，ベーカーは，次のように答えた。

「委員会は， アメ 1)カの教育水準を低くしようとか， あるいはまた平く学校を卒業して職業

に就ζ うとする生徒だけのために年限を短縮したのでもない。……むしろ，現在の条件で行

われているよりももっと長く生徒を学校K留め 心配や無駄のない教育を与え学問を広める

ことを目的としている。!また.問委員会の報告書の中でも，初等・中等学校において不必要
(21iJ 

な教科を排除し，学科目の選訳，教授法の改善，及びそれを現代生活花関連させる乙とによ

って生じる経済は，従来より一層よい結果を期待する ζ とができ， したがって，年限の短縮

によっては何ら失うと乙ろがないであろうという見解をとっていた。

ところで， 1913年の報告書ーは， 上記の職業的要求民基く一般教青年限の短縮の主張をさ

らK一歩前進させた。同報告書の内容は およそ次の三点K要約される畑
倒

① 学習の上で最も重要なトピックや教材を選択すること，様々なコース化対して多種多様

な方法を取り入れる乙と，教科民活力を与えそれを生活花関連させる ζ と，教育課程を簡

素化する ζ と， などKよって時間の経済がWj果的RIaりうる。

② 小学校の最後の 2年は中等教育児組み入れられるべきで，外国語，基礎代数学・解析幾

何学，基礎科学，及び歴史などの教科は，現在より 2年平く開始されるべきである。

① 乙うした一般教育や専門教育の区分は 様々な年令I還のため仏以下のようにする。

初等教育，一……一…………・…一…… 6"'-' 12才

中等教育(4年と 2年K分つ)'"… 12'"'-' 1 8才

カレッジ……-…一一・……..…・…・…・・ 18..-...-2 0才(あるいは 16才;......，20才)

大学(大学院と専門学校)………… 20"--'2 4才

ζ の報告書の特色は，生徒の興味，能力，‘精神発達K応じたいくつかの時間の経済を国ろ

うとしたこと， また初めて中等学校を 4年と 2年の二期比区分した ζ とである。もっとも，

後者の制度の段階的区分に関しては， それが主として職業教育との関連の中で考えられたも

のの， その分節点を 15才K求める確箇たる根拠については，報告書では説明されていなL、0

6年制中等学校の二分化構想あるいはその分節点の根拠lζついては， むしろ同委員会の中心

的メンバーの一人であったスザロー(Henry Suzzallo)が触れていた。

彼は，委員会の提案した 6-4-2制案K対して，中等学校を 3年ずつK等分し，前期を

ジュニアハイスクール，後期をシニアハイスクー Jレとする.6-3-3制を主張したが， この

理由民ついては，以下のような論の展開の中で述べている。
(30) 

まず，小学校の 6年収関しては， r子どもは未成熟さのゆえ，その本質的な仕上げ(
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substantial achievement )においてかなりの長い期間を要する斗として異論のないこ

とを表明すると同時R， そこでは f基礎的知識や能力を獲得する最初の 6年のし 1かえfる時

期においても，子どもの選抗や彼らの学習上の専門イむを認めるべきではなL、。jと注意を促し

た。と乙ろが，彼は， 以上の乙とはハイスクールの場合lと当てはまらないとし，その時自に

ついて次のよう K述べた。「そ乙における生徒は，さら K一段と成熟しており義務教育とい

う束縛からも解放され， また，彼らはすでに特別な訓練及び生涯の活動を指示する個人的興

味や制限を発見しているからであるo 加えて彼らは，家庭の経済的限界からくる庄力をも感

じているJしたがってI rいかK多様な学習の場が提供されようとも，特権的な選摂ができ

ょうとも， また初等学校を終えさらに一般教育課程を求めることが可能であっても 6年制

の中等学校コースは かかる事情』とある生徒にとっては魅力のないものであり実際的な計画

とはいえない。Jと彼は指摘したのち，新しく，① 12"'""15才を含む 3年のジュニアハイスク

ールと，②15----1 8才を含む 3年のシニアハイスクールとのこつの行政上の単位K分ける改

革案を提示した。そして， ζ の分節点については，次のような説明を加えているo r小学校

以上の一般教育は，若干の分節点をもたなければtctらなL可。とれ以上，上の学校へ進まない

生徒のため促一般教育と向時代職業教育をも施す必要があるが， そうした分節点は， 1 2才;

18才 20才に求められるであろう O しかしながら 12才と 18才との開のギャップは

余り K も大きく，人間l性，経済能力，社会的要求K適さないので， その中間点即ち 15才で

耐子されるべきであau，J

{伎の主肢は， ただ単lと中等教育を等分したというその画期性にあるのではなく， r 3年制

ジュニアハイスクールは 6年のハイスクールよりも中等学校の教育(c u lt u r al t r a i n i ng) 

を有する多数の市民を保障し， また今や問題iζ なっている職業教育の施設K適当な位讃を与

える ζ とになるであろう斗という彼の叙述にもみられるよう R，むしろ，より多くの生徒比

中等教育を受けさせる，いわば中等教育の機会の拡大を図り， しかも 12才から一種の職業

的陶冶を与えること Kよって，卒業後直ちに職業生活K入ろうとする生徒の便宜を図ろうと

した ζ とtとその力点がおかれた。乙れは，それ迄の 6-6制改革案叫主として中等教育と

高等教育との接続を中心Iとして考えられ， その結果， 中等教育の進学準備教育的性格を強く

要請するものであったのに対し， その準備教育と同時に中等教育の完成教育的性格をもつべ

きだとする考え方である。とりわけ， ジュニアハイスクールカと ただ単に初等学校からハイ

スクールへの移行を促進させる接続機能だけを有するのではなく，職業準備教育を施す完成

教育機能をも必要とし， しかも後者が特に強調されていたことは注目される。また ジュニ

アハイスクー Jレの確立は，接続の上からは， シニアハイスクールと同時に小学校との接続と
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いうこ重の課題を含ませる ζ とtとなった。

いずれはせよ，以上取り上げた時間経済花関する委員会，及びスザローの提案は， 当時の

再編成運動?とおいて一つの重要な転機を迎えさせ， さらに今日のアメリカ学校制度を築く基

礎として重要な位置を占めるものであった ζ とは否定できなl九乙れは，従来の委員会が，

主K初等， 中等，高等といったそれぞれ異なった教育段階の立場だけから ζ の再編成問題に

取り組んでいたのに対し，問委員会は，新た民社会学的見地，教育哲学的見地からも ζ の問

題K対処しようと努力した ζ と， あるいは 乙の時期にはすでK各地iとおいて新しい姿の中

等学校が誕生しつつあったという時間的な要因もあったためであろう。

ところで， アメリカの社会が， 以前の簡素で国関的社会( simple， rural society)か

ら複雑な工業化社会 (complex，industrial society )へと変化する中で，各地におい

て中等教育改革が急ピッチで進められ それに伴うハイスクール人口が急激K増加し， さら

に新しい教育理論の発達のための研究が盛んlとなる?とつれて，中等教育制度の再編成の必要

性は， ますます強調されてきた。 1912年設置された「中等教育改造委員会 J( Commi ssion 
(32) 

011 the Heorgaロization of Secondary Education )は， まさ K， それを決定的なも

のにした。

問委員会は， その構成メンバーの大部分が中等学校関係者で占められていた点で特徴的で

あった科 より多くの教育関係者の注目を集めたのは，何よりもまず， 1918年公干りされた

「中等教育の主要な原理 J( the Cardinal Principles of Secondary Education) 

と題する報告書であった。 ζ れは，当時の教青関係の審物の中で最も広く読まれたばかりで

なく，当時のあるいはそれ以後の中等教育全殻に対して¥実際多大なる影響を及ぼした。

間報告書の中では，中等教育の目ざすべき目標が定めらお， 乙の自標達成の同の中等教

育の機能及び組織が，次のよう花明示された。まず，制度の段階的区分化関しては，先の時

間経済の委員会の見解とほぼ同様R:， 6年制中等学校を支持し， しかもそれぞれ 3年制のジ

ュニアハイスクールとシニアハイスクールと K等分することが提案されていたカと その特色

は，二分化の各中等教育の機能がはじめて明確にされた乙と lとあった。即ち， ジュニアハイ

スクール期間では. r生徒の適応性，特殊な才能，及び素質を探索し，将来専心従事しよう

とする仕事は対する暫定的な選択を援助する乙と且jまた， シニアハイスクール期間では. r 
生徒が選訳した職業分野において， それぞれの訓練を施すこと斗児童点がおかれた。一方，

ω 
具体的な組織は関しては， ジュニアハイスクールでは，特に分科的教育を徐々に導入する乙

と，教科担任制・ガイダンスのもとでの選抗教科の利用，教科別iとよる進級，職業準備のた

めのコース設置， さらには，集団の幸福実現のためのイニシアティブをとり，個人的責任感
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を発達させるような社会的組織などが必要であると主張された。

乙うして， ジュニアハイスクールは， アメリカの学校制度を築く一段階として中等教育の

前期の位置を占める乙とになった。しかし，ながら，中等学校に職業教育機能をとり入れ，生

徒の将来の職業生活への準備をジュニアハイスクールとシニアハイスクールとで完成させよ

うとする問委員会の意図からは， ジュニアハイスクー Jレをシニアハイスクールtとより強く結

びつけた いわば 8年間一貫性の構想がうかがわれる。 ζれは，恐らく，委員会が当時すで

に，各地において中等学校進学者が急増し 6年間の中等教育を終了する生徒も多くなってい

るという状況を考躍していたと考えられるが，一方では， それは以後のジュニアハイスクー

ルの発達過程の中で一つの大きな問題を生じ事せることになった。

V.結 び

エリオットの提案に端を発し，今世紀前半lとおけるジュニアハイスクール運動を本格イじさ

せる ζ とになったアメリカの中等教育制度の再編成論議は，常化カレッジ・大学などの上か

らの要求と一般大衆の立場氏立った下からの要求という二重の克服すべき課題を含んでいた。

前者の場合は，中等教育を主として高等教育への進学者のための準備教育的機能と捉え， ア

カデミックな教科の早期開始を主張していたのに対し，後者の場合は，中等教育を職業生活

への準備の完成段階とする， いわば完成教育的機能と捉え， むしろ職業的訓練の必要性を強

言語していたo

一般K，再編成論議の過程においては，前者から次第に後者へと変わっていったと考えら

れがちである叫必ずしもそれは，上からの要求→下からの要求という簡単で， しかも一方

的な図式で捉えられるものではなかった。しかしながら，いずれの場合も，中等教育の拡充

強化を図るために，中途退学者の問題や各学校段階の接続問題比叡り組む努力が続けられた

ζ とは事実であった。そこでは，異なる段階の教育をつなぐというァーティキュレーション

の作業が要請こされそして企てられた。

ところで， アーティキュレーションの改善方策は， まず8-4制下における第 7， 8学年

の教科!な容及び教授法に向けられた。上からの要求は，従来ハイスクールで‘教えられていた

アカデミックな教科を第 7. 8学年に新しく導入させ， 中等教育の下限を51き下げ8-4制

lと代わる 6-6帯fjを提案したが， そこでは，第7， 8学年をそれより上の第 9'""-'1 2学年の

中等教育あるいは高等教育への進学を促進させる，いわば移行段階と考えていた。したがっ

て，制度の段階的区分は，実質的にはむしろ 6-2-4市'JR.近いものであったといえるが，

ζの乙とは， 当初の再編成運動の中で最も多く代表的なパターンが 6-2-4制であった乙
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とからも明らかであ動

再編成論議の方向は，一方では，特R 15人委員会記代表きれるよう R，従来の 8-4制

の枠内で小学校上級学年の教育内容の改善を企てようとする動きもあったが，総じて 8-

4制から 6-6完封jへという段階的区分の変更を意臨するものであった。しかしながら， この

ことは，当時の再編成論議及びその運動が制度の段階的認分花関心をもっていたことに直接

結びっくものではない。そこでは，いかにしてより多くの生徒を階締結1]度の各梯子K登らせ

ていくかが当高の課題であったため， むしろそれぞれの梯子でどのような教育内容，教授組

織を用意するかが本質的な問題であった。したがって， 8 -4制であろうと， 6 -6制ある

いは 6-2 -4 ilJ!Jであろうと， それ自体は大して重要な問題ではなかったといえる。

提示されたアーティキュレーションの具体的伝改善方策は，第 7， 8学年代おける学級担

任誇りから教科担任寄1]への漸進的移行，選訳制度の導入， また初等学校とハイスクールとの教

科内容の密接なる関係である。これらの捨誼によって，従来のような突発的移行を避け両校

関の接続を改善しようとしたが，一貫して教師の質の向上もうたわれていた ζ とから， ァー

ティキュレーションiとおける教師の役割の重要さを指摘する ζ とができる。

とζ ろで，今世紀K入つての再編成論議は，既述したよう R， ジュニア・シニアハイスク

ーJレという中等教育の二分化構想へと発展し， それ迄の第 7， 8学年iと第 9学年を加えた 3

年期jジュニアハイスクールK重点、がおかれた。この改革当者は それ迄の一連の論議の延長上

に位援しながらも，その性格をやや異tとしていた。即ち 中等教育史従来の進学準櫛教育

的性格から新fこK卒業後藍ら K就職する者lと対する職業準備教育的性格へとその主強の強調

点を転換した。したがって，時間経済花関する委員会で構想されたジュニアハイスクールは，

当初は，初等学校とシニアハイスクールとの中閣に位置し両校を結ぶ接続機能をもった学校

というよりも， むしろ中等教育の機会拡大を第一義的なねらいとし，特に初等学校との関

連K重点をおいた完成教育機能をもっ学校であったと考えられる。

ζ のように， ジュニアハイスクールは，必ずしも初等教育と i中等教育とをァーティキュレ

イトする中間的容在の学校としてのみ発足したわけではなかった。もっとも， もしそうだと

したならば，別tと6-6制を 6-3-3市IJn=変える乙と tとよって別個の前期の中等学校を作

り出すほどの刺激は殆んどなかったはずである。むしろ，再編成運動lζ伴う中等教育の急速

なる量的普及が進行する中で， ジュニアハイスクールは， そのアーティキュレーション機能

を他の機能より一段と強調していく乙とになる。したがって，再編成論議で提示されたいく

つかのアーティキュレーションの改善方策も， ジュニアハイスクールのその後の発達過程の

中で実行され，特fζ移行期の学校としての性格を強く帯びるにつれて再び大きな問題として

検討される乙とになるが これについては 引き続き筆者の研究課題としたい。
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以下のrJ はすべて間報告書を引用している。(PP30-32) 

1.19 William T. Gruhn， Harl R. Douglass; Op. Cit.， P17 
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初等・中等・高等教育のそれぞねの立場からそれを具体的民検討した委員会の報告書によ

って裏付けるととも K主張していた。

白位 Rudyard K. Bent， Henry H. Kronenberg Op. じit内 P 141 

印)羽ri11 ia m T. Gruhn， Har 1 R. Douglass Op. Ci t P 26 
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(30) Wi lliam A. Smith Op. Cit " P91 

以下のrJは，すべてスザローの言葉を引用したものである。

(31) 年令はよる学校教育区分については すでに 1902年比ピティ委員会(Pe ttee 

Committee)が次のような案を発表している。

区分

Pr imary 

Secondary 
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学 校 学年 年令仁ず)

lower or pr imary schoo 1 1 - 3 6 "-' 9 

upper or grammar school 4 - 6 9 "'-' 12 

lower high school 7 - 9 12 "-' 15 

upper high school ，1.f> -12 15 .-.，.， 18 

college or technical schoo1 …・・・……・・・… 18 "'-' 21 

professional or graduate school ...………・21"'-' 24 
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間 ¥iVi 11 i am T. Gruhn， 百品r1 lL D 0 ug 1 a s S: 0 p . C i t " P 5 1 

(お) そζ では第 9学年の問題が表面化してくるが， NEAの再編成論議の中では，当初の 6

-6帯IJ案托せよ 6-2-4制案にせよ，常Iと第 9学年を従来のハイスクールの学年とみて

いた乙とを付け加えておく。

(付記)

本稿は，筆者の修士論文「アメリカ中等教育制度の再編成陀関する一考察一一初等学校と
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